
令和6年度 事 業 計 画

福岡県の生衛業界の振興。発展に資することを目的に、経営。融資の相談等

を中心に、次の事業を実施する。

I 生活衛生営業指導事業

1 相談指導事業

生活衛生関係営業者に対し、経営指導員、経営特別相談員、税理士、

弁護士等による相談。指導を行うこと1こより、衛生水準の向上、消費者の権

利の擁護とサービスの改善等を図り、生活衛生関係営業者の経営の健全化

を目指す。

(1)相談室運営事業

事務所内に相談室を常設し、経営指導員が生衛業者や新規創業計

画者画者に対し、経営。金融。税務。衛生。後継者対策等に関する相談・

指導を行うとともに、各種相談窓口の紹介や施策の案内等の情報発信

を行う。また、利用者等からの苦情相談を電話等で受け付け対応する。

(2)税務相談等事業

生衛業者が税制全般について理解を深め、税務事務を適正。円滑に

行えるよう1こするため、税理士及び経営指導員、経営特別相談員による

税制改正等の講習会や税務相談。指導を行う。

また、生衛業者の経営、雇用、契約等に関する法律上の諸問題に封

する弁護士等による法律相談・指導を行う。

(3)生活衛生関係営業経営改善資金融資等指導事業

小規模事業者が経営改善のため、日本政策金融公庫の生活衛生関

係営業者向けの融資制度を利用するにあたつて、必要な助言を行うとと

もに、指導にあたる経営特別相談員の資質向上を目的として研修会を開

催する。

(4)地区生活衛生営業相談指導事業

県下8地区、18会場に移動相談室を設け、経営指導員及び経営特

別相談員が、生衛業者に対する相談・指導を行う。

(5)経営指導員巡回指導事業

経営指導員が、県内各地の生衛業者や生活衛生同業組合等を巡回

し、衛生水準の向上、金融、税務及び苦情対応等の相談。指導行う。



職 名 氏  名 就任年月 日 備 考

理事 (兼 )

経営指導員
田村  聡 令和5年4月 1日 常 勤

経営指導員 澤 田 和男 令和3年4月 1日 常 勤

経営指導員 多田 俊助 平成27年4月 1日 非常勤

(1)相談室運営事業

ア 本目談室構成員

イ 生活衛生営業経営特別相談員
6 3 1

合 計  39名
(任期 :令和6年3月 31日 まで ,

業 種 氏  名

理 容
(5名 )

高 木 信 之

山 下 邦 義

中 山 繁 樹

吉 田 員 生

樋 口 知 之

美 容
(5名 )

萩 元 清 彦

水 田

増 江 美 道

佐 藤 利 郎

小 田 亮 介

クリーニング
(3名 )

中 村 利 行

森 若 宗一郎

松 熊 啓 治

公衆浴場 木 附 大 陸

旅館ホテル 富 安 信一郎

興 行

料理業
(2名 )

倉 人 啓 壽

佐 藤 滋 信

飲食業
(10名 )

佐 藤 忠 夫

大 越 秀 男

岩 男 菊二郎

氏  名業 種

小 薄 菜穂子

磯 崎  学

徳 永 久 樹

二 宮 武 彦

梅 根 真 美

松 野 康 雄

飲食業

大 野  剛

人 城 敬 展

浦 崎 千代始

迎  数 代

青 オタΠ美知子

社交飲食
(5名 )

宮 本 直 子

喫茶飲食

児 嶋 美希子

原 田 耕 治

すし商
(2名 )

虎 清 宏 一

吉 田 勝 義

西 田  優

食肉
(4名 )

阪 本 浩 生

笠鳥肉販売諜 西 田 正 和

氷雪販売業



ウ 窓口相談の実施計画 (電話等による相談を含む。)

(2)税務相談等事業

ア 税理士による税務相談体制整備

イ 税務等対策事業

対象業種
指
延

導
数日

指 導 件 数

融資 経 理 税務 労務 衛 生 経営 その他 合 計

理  容

日

20
件
30

件
3

件
3

件 件
12

件
1

件
1

件

50

美  容 30 70 5 10 20 10 5 120

クリーニング 10 15 1 l 60 1 2 80

公衆浴場 3 2 1 5 1 1 10

旅館ホテル 10 10 1 5 7 6 1 30

興  行 2 3 2 5

料 理 業 8 10 1 7 1 1 20

飲 食 業 170 380 5 35 70 10 30 530

社交飲食業 8 7 20 8 15 25 70

喫茶飲食 6 10 1 2 6 1 20

す し商 6 12 1 5 3 1 3 25

食  肉 4 3 3 1 3 10

食鳥肉販売業 2 1 1 3 5

氷雪販売業 1 5 5

合 計 280 550 16 82 0 192 57 83 980

雇上人員 雇 上期 間 廷 日套欠 備  考

延
7人 7日 7日

福岡、北九州、筑後、筑豊地区内の7か

所において、生衛業者を姑象に税務講

習会及び税務相談を実施

事 業 妬 内  熔

税務等講習会・本目談会 地区別に講習会及び相談会を実施

法律問題相談 随時受付



(3)生活衛生関係営業経営改善資金融資等指導の実施計画

ア 生活衛生関係営業経営改善資金融資指導

対象業種
特別相談
員  数

融資指導
件  数

融資指導
延 日 数

理  容

人

5

件

5

日

20

美  容 5 0 0

クリーニング 3 5 10

公衆浴場 1 0 0

旅館ホテル 1 0 0

興  行 0

料 理 業

19 60 180

飲 食 業

社交飲食業

喫茶飲食

す し商

食  肉 4 0 0

食鳥肉販売業 1 0 0

氷雪販売業 0

合 計 39 70 210

イ 生衛業特別指導事業

ウ 生衛業特別指導活動に関する連絡会議等

対象業種 指導内容
特別相談
員  数

特別指導
件  数

特別指導
延 日 数

14

14

12

4

14

14

14

金  融

税  務

振興計画

営業約款

分調事業

労務管理

そ の 他

人

39

39

89

39

39

39

件

150

300

10

30

10

50

200

日

165

135

10

40

20

25

100

合  計 750 495

対象業種 開催 日程 出席人員 会議内容 備  考

行政 令和6年4月 20
行政 (保健福祉環境事務所
等)との連絡協議

保健所保健衛生課長等

14業種 令和6年 11月 39 経営特別相談員研修会 経営特別相談員



(4)地区生活衛生営業相談指導事業

(地区生活衛生営業相談室開催計画)

(5)経営指導員による巡 指導の実施計画口

地 区本目談室設置地 区 回 数 派遣人員

1 北九州地 区 3 9

2 京築地区 1 3

3 筑豊地区 2 6

4 福岡地区 5 15

5 宗像・遠賀地区 1

2

3

6 久留米地区 6

7 筑後地区 3 9

8 大牟 田地区 1 3

計 8    かチヨ)T 18 回 延 54人

区分 対象業種
才旨
延 日

導
数

備考
融イ資 経 理 税 務 労 務 衛 生 経 営 その他 合 計

営業者
に対し

て行うも
の

理  容

日

20
件
20

件
1

件
10

件 件
10

件
13

件
16

件
70

美  る 25 50 1 10 15 16 8 100

クリーニング 15 20 1 3 7 8 21 60

公衆浴場 5 5 10 2 3 20

旅館ホテル 5 10 6 8 と 25

興  行 3 2 4 3 1 10

料 理 業 18 25 5 16 2 12 60

飲 食 業 100 140 5 60 40 80 75 400

社交飲食業 15 15 1 20 4 18 2 60

喫茶飲食 7 10 1 2 3 2 2 20

す し商 15 10 1 5 5 4 5 30

食  肉 5 6 1 1 5 3 4 20

食鳥肉販売諜 5 6 1 1 5 3 4 20

氷雪販売業 1 1 1 3 5

′lヽ  計 239 320 13 117 0 131 162 157 900

相談室

等を開

設して

行うも
の

理  容 2 2 2 2 2 8

相談室等

開設予定数
25 かDT

美  る 2 2 2 2 2 8

クリーニング 2 1 2 1 1 5

公衆浴場 2 1 1 1 3

旅館ホテル 6 5 2 5 45 57

興  行 1 1 1

料 理 業 5 5 2 10 30 47

飲 食 業 15 35 13 20 1,260 1,328

社交飲食業 3 5 2 5 45 57

喫茶飲食 3 1 1 5 2 9

す し商 3 5 2 5 45 57

食  肉 3 2 1 2 60 65

食鳥肉販売諜 2 1 1 1 3

氷雪販売業 1 1 1 2

′lヽ  計 50 65 0 30 0 60 0 1,495 1,650

: 289 385 13 147 0 191 162 1,652 2,550



2 情報化整備事業

生衛業に関する情報の収集・分析業務を行い、併せて消費者及び生衛

事業者に必要な情報をホームページに掲載する。

【ホームページに掲載する主な内容】

① 相談事業等センターが実施する事業の紹介・広報

② 生衛業に関する国等の施策の情報提供

③ ホームページ上での消費者からの相談。苦情等の受付、対応

④ 緊急情報の掲載 (国。県とリンク)

後継者育成支援事業

生衛業における経営上の大きな問題となつている後継者不足について、

インターンシップを実施し、若年者の勤労観、職業観の育成に資するととも

に生衛業に対する興味、理解を深める。 また、経営効率化等の問題解決

のため講習等の取組を行うことにより、後継者の課題の緩和を図る。

① インターンシップ

14生衛組合及び学校との連携により、学生等を対象に出前授業や

就業体験事業を実施する。

また、インターンシンプ受講者にアンケート調査を実施する。

② 講習会

事業の積極的な展開や活性化を促すとともに、生衛業の経営の効

率化等を図るため、後継者等を対象とした講習会を実施する。

日本政策金融公庫融資に係る推薦書交付事業

日本政策金融公庫が行う生活衛生資金貸付に係る推薦書の交付事務を

県から委託を受けて実施するとともに、併せて、金融、経営、衛生水準の向上

等生活衛生営業に関する相談・指導を行う。

Ⅲ 標準営業約款登録推進事業

標準営業約款 (Sマーク)の登録の促進と消費者に対する広報活動を行い

制度の円滑な運営を図る。

① 対象業種 理容業、美容業、クリーニング業、一般飲食業、めん類飲食業

② 新規及び再登録手続き          2月 、8月

③ 担当事務職員研修会の開催        1回 (5月 )

④ 標準営業約款普及登録促進月間の実施   11月
全国センター・県センター作成のチラシ等の配布

3

Ⅱ



Ⅳ 調査委託事業

1 生衛業景気動向等調査

生衛業界の景気動向、設備投資動向等を定期的に把握するとともに、

生衛業者の景況感や地域事情等の定期的な把握に努め、日本政策金融

公庫の情報提供及び業務運営に資することを目的に実施する。

(日 本政策金融公庫からの委託事業)

2 生衛業経営状況調査

生衛業における月次の経営状況を定期的に把握し情報提供することに

より、個々の生衛業者が経営を行う判断材料として、また、生衛業に関する

今後の施策の検討材料として活用し、生衛業の振興及び経営の安定化を

図ることを目的に実施する。

(厚生労働省からの委託事業)

V クリーニング師等研修事業

クリーニング業法に基づき、クリーニング師等の資質の向上を図るため、ク

リーニング師研修会及びクリーニング業務従事者講習会を実施する。

① クリーニング師研修会

研修会 (座学形式)を 2回実施 (福岡市、北九州市)

併せて第2型 (通信制)研修を実施する。

② クリーニング業務従事者講習会

研修会 (座学形式)を 1回実施 (福岡市)

併せて第2型 (通信制)研修を実施する。

Ⅵ 生活衛生営業振興事業

1 指導センター事業

① 生衛業振興研修会等の開催

営業者、従事者等の資質の向上を目的にセミナー等を開催する。

② 分野調整事業

大企業等の進出に伴う紛争について、当事者間の自主的解決の促

進を図るため、地域の営業者の事業活動等の状況について情報収集

を行う事業活動調整員を配置するとともに、紛争に関する相談指導や

調査を行う分野調整事業協議会を開催する。



区  分 所  属  名 役職名 氏  名

学 識

経験者

福岡県生活衛生営業指導センター 理  事 ◎田 代 強 一

福岡県中小企業団体中央会 専務理事 告 岡 秀 樹

福岡商工会議所 経営支援部長 西 岡 潤 史

営業者

代 表

福岡県飲食業生活衛生同業組合 理事長 竹 野  孔

福岡県理容生活衛生同業組合 理事長 小副サ|1浩二

消費者

代 表

日本労働組合総連合会福岡県連合会 総務局長 桑 原 忠 志

福岡県地域婦人会連絡協議会 書 記 古 場 弘 子

事業活動

調整員

福岡県旅館ホテル生活衛生同業組合 顧  問 太 田 信 幸

福岡県クリーニング生活衛生同業組合 理事長 桑 原 義 行

【分野調整事業協議会】 〔任期 :令和4年 12月 1日 ～令和 7年 11月 30日 〕

◎ 委員長

2 各生活衛生同業組合事業の支援

生活衛生関係営業者は、収益力の低い中小企業である場合が多いことか

ら、新規事業の開拓、雇用管理の改善、営業者・従事者の専門技術の向上、

後継者の育成などの課題の克服に向けて取り組む生活衛生同業組合の事

業を支援する。


